
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [158,342円]
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公債費負担の健全度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性
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世羅町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
人口の減少や全国平均を大きく上回る高齢化率（平成17年国勢調査：34.9％）に加え，町内に中心となる産業がないこと等により，財政基
盤が弱く平均を下回っている。組織の再編（保育所等）や事業の見直しと，集中改革プランに沿った施策の重点化の両立に努め，活気あ
る町づくりを展開しつつ効率化を図り，財政の健全化を図る。
【経常収支比率】
経常収支比率は90.6％と類似団体と比較し約３ポイント下回っている。本町の財政構造は，歳入総額のうち自主財源の柱である町税は
14.9％であり，地方交付税41.4％等依存財源（約78％）に頼らざるを得ない状況となっている。また，義務的経費が歳出の43.7％を占める
など，弾力性に乏しい状態が続いている。今後は事務事業の見直しを含め，優先度を厳しく点検し経常経費の削減を図る。
【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
人件費，物件費の人口1人当たりの金額が類似団体平均を上回っているのは，主に人件費が要因となっている。これについては，職員の
適正管理はもとより，保育所の再編整備を踏まえ，今後民間でも実施可能な部分については，指定管理者制度の導入などを積極的に進
め，コストの低減を図っていく。
【ラスパイレス指数】
平成17年度からの給与削減に伴い指数は類似団体と比較して0.5ポイント低い。類似団体全体の中でも中間順位となっている。

【人口１人当たり地方債現在高】
人口の減少が激しく減少し（平成2年度と比較し平成18年度は約▲14％），一方で社会基盤整備や産業振興に多額の町債を充てたため，1
人当たりの残高が大きくなっている。類似団体の中でも下位であり，計画的な繰上げ償還等を行ない残高の減少に努める。
【実質公債費比率】
経済対策として発行された町債の償還が多額となっており，今後数年間は負担が大きいと見込まれている。中期的に公債費は2,400百万円
から2,500百万円と見込まれ，財政状況を圧迫する状況にある。公債費の早期圧縮が急務の課題となっており，現在公債費の抑制に全力で
取組んでいるところである。今後単年度の町債発行額は1,400百万円以下に設定している。現在の実質公債費比率は19.8％と県内市町の中
でもワースト５に入り，早期の改善を行なわなければならない。平成22年度には償還がピークを迎えるが，公債費負担適正化計画に沿って
今後の新規発行債の抑制と繰上げ償還の実施を図り，平成27年度において17.4％とする。
【人口1,000人当たり職員数】
中山間地域の中で過疎地であるため，人口密集度も低く対人口での職員数が11.60人となっている。合併により職員数も増加したが，今後，
集中改革プランや，行財政改革プランに基づき退職者に伴う新規採用を行わない等職員数管理を適正に実施していく。


